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労組周辺動向 No. 167 

Labour Update 

2023 - 06 - 09 

1. 法・政策 

 

(1) 厚生年金の適用拡大議論 次期制度改革で 社保審部会 

 

社会保障審議会（厚生労働相の諮問機関）の年金部会は５月３０日、２０２５年の年金制度改革に

向け、パートら短時間労働者に対する厚生年金の適用範囲の拡大に関する具体的な議論を始めた。

企業規模の要件の撤廃や職種の拡大が焦点となる。２０２４年末までに改革案をまとめる。 

厚生年金を巡っては、一定の条件を満たす短時間労働者の加入を義務付ける企業規模の要件が、２

０２４年１０月には現在の「１０１人以上」から「５１人以上」となる。政府は「勤労者皆保険」

の実現に向け、適用範囲のさらなる拡大を目指している。 

 

「次期制度改正に向けた主な検討事項（案）」 2023年5月30日 厚生労働省 第４回社会保障審

議会年金部会 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/001101665.pdf 

 

(2) 雇用保険、週20時間未満も適用拡大 「28年度めど」骨太方針に 

 

育休中や失業した人に給付する雇用保険について、政府は労働時間が週20時間未満の人にも適用を拡大する

検討に入った。月内に決定する骨太の方針に「2028年度までをめどに実施する」と盛り込む。少子化や人手

不足が進む中、セーフティーネット（安全網）を強化して若い世代の多様な働き方も後押しする。 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/001101665.pdf
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雇用保険からは、失業者や育児休業を取得した人に給付金などが支払われる。現在は労働時間が「週20時間

以上」という加入条件を20時間未満にも広げる。 

 

また骨太の方針の原案には「勤労者皆保険の実現」も明記。パートら短時間労働者にも給付が手厚い厚生年

金の適用拡大に向け、加入要件の企業規模（現在は従業員101人以上）の撤廃や個人事業所の対象業種の制限

解消に関し「（25年予定の）年金制度改正に向けて検討する」とした。 

 

(3) 「新しい資本主義」改定案、政府が公表 生成AI開発推進を明記 

 

永岡桂子文部科学相は２２日、質の高い教員を確保するための総合的な方策の検討を中教審に諮問

した。公立学校教員の給与に残業代の代わりに上乗せ支給される「教職調整額」の在り方や手当の

創設、「勤務間インターバル」の導入や支援スタッフの大幅拡充が主な論点。給与などの待遇改善

と、さらなる働き方改革や指導環境の整備を一体的に進める考えで、来春に一定の方向性を示す。 

文科省が４月に公表した２０２２年度の教員勤務実態調査によると、残業時間上限の月４５時間を

超える教諭は小学校で６４・５％、中学校は７７・１％を占めた。 

 

(4) 雇用保険、28年度加入拡大 週20時間の要件緩和、政府検討 

 

政府は6日、岸田文雄政権の看板政策「新しい資本主義」の実現に向けた実行計画の改定案を公表

した。ストックオプション（自社株購入権）の規制緩和などによるスタートアップ（新興企業）育

成や生成AI（人工知能）の開発推進を新たに明記し、成長に向けた具体策を検討する。 

 

岸田氏は6日に首相官邸で「新しい資本主義実現会議」を開き、「高水準の賃上げや投資意欲の醸

成など、悪循環を断ち切る挑戦が動き始めている。持続的、構造的なものにしていく」と述べた。

改定案は経済財政運営の指針「骨太の方針」にも反映し、月内に閣議決定する。 

 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版案」 2023年6月6日 内閣官房・

新しい資本主義実現会議（第１９回） 

 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai19/shiryou1.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 大月短大非常勤講師の時間外業務に賃金支払い勧告 山梨 都留 

 

大月短期大学に勤務する非常勤講師が授業の時間以外に業務を行った時間について、都留労働基準

監督署は労働時間として認め、大学に対して未払いとなっている賃金を支払うように是正勧告を行

なった。 

 

当該の非常勤講師は授業の時間以外にも、教材の印刷や生徒の出席管理などの業務を行っていた

が、労働時間と認められず、賃金が支払われていないとして、都留労働基準監督署に申告してい

た。 

これについて労働基準監督署は労働時間と認め、ことし４月、大学に対して、授業以外の労働時間

に対して賃金を支払うように是正勧告した。 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai19/shiryou1.pdf
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(2) 胃潰瘍で死亡は労災と認定 富山労基署が「異例」の判断 

 

富山市の電気設備工事会社に勤務し、２０２１年に出血性胃潰瘍で死亡した男性＝当時（６２）＝

について、富山労働基準監督署が労災と認定していたことが４日、遺族の代理人弁護士への取材で

分かった。代理人は消化器系の病気での認定は異例としている。 

 

男性は２０年８月の定年退職後に再雇用され、放送局の建設現場の責任者として勤務。２１年１２

月に自宅で出血性胃潰瘍を発症し死亡した。死亡前日までの１カ月間の時間外労働は約１２０時間

に上った。 

 

(3) グーグル、育休社員にも退職勧奨 大規模リストラの一環で 

 

ＩＴ大手グーグルの日本法人から退職勧奨を受けたのは、育休中であることを理由とした不利益な

取り扱いに当たるとして、元社員の女性が東京労働局に指導を求めたことが６日、分かった。女性

の加入する労働組合によると、グーグルが進める大規模リストラの一環で、女性を含め産休・育休

中の男女少なくとも６人が同様の勧奨を受け、うち４人は退職した。 

 

労組「アルファベットユニオン支部」は育児・介護休業法などに違反すると主張。５月に労働局に

指導を要請した。 

 

グーグルは１月、全世界で約１万２千人の従業員を解雇すると発表。労組によると、日本法人では

３月に一部社員に、退職に応じるよう促すメールが届いた。 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 神戸市が非正規職員「会計年度任用職員」の給与を大幅引き上げ 「官製ワーキングプア」か

ら脱却へ 

 

神戸市が非正規雇用の「会計年度任用職員」の処遇改善に踏み出した。今春から給与引き上げやフ

ルタイム職の導入を実施し、秋には職務経験を加味した上乗せも検討する。市給与課によると、必

要な人件費として１８億円程度を想定しているという。 

 

会計年度任用職員は２０２０年、かつての非常勤職員を対象に新設され、常勤との格差是正を目指

し、従来支払われなかったボーナス（期末手当）の対象とした。ただ依然として水準は低く「官製

ワーキングプア」とも指摘されてきた。 

 

そこで政府はボーナス拡充を目的に地方自治法を改正し、２０２４年度から期末手当に加えて「勤

勉手当」も支給することを決定。神戸市も約６千人いる会計年度任用職員の大幅な処遇改善を検討

していた。 

 

給与月額の引き上げやフルタイム職の導入は、事務補助を担う「一般事務職」が対象。従来は週４

日勤務が中心だったが、この４月からは約２００人が週５日勤務している。給与月額は３％アップ

させ、今秋には一定の職務経験に対して５％の引き上げも検討中だ。 
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ボーナス拡充などを含めると、従来１９６万円だった一般事務職の基本年収はフルタイムかつ職務

経験が認められた場合、最高で約３００万円となる。 

 

(2) 同性婚を認めないのは「違憲」 国への賠償請求は棄却 名古屋地裁 

 

法律上同性同士の結婚（同性婚）を認めていないのは憲法に違反するとして、愛知県内の同性カッ

プルが国を訴えた訴訟の判決が30日、名古屋地裁であった。判決は「憲法14条にも同24条2項にも

違反する」との判断を示した。ただ、国への賠償請求は棄却した。同種訴訟で、憲法14条に違反す

るとの司法判断は2021年3月の札幌地裁判決に続いて2例目。同24条に違反するとの判断は初め

て。 

 

同種訴訟は全国5地裁で起こされ、今回の判決は4件目。違憲性について、札幌は「違憲」、22年6

月の大阪は「合憲」、同年11月の東京は「違憲状態」と判断は分かれたが、賠償請求はいずれも棄

却していた。6月8日には福岡地裁で判決が予定されている。 

 

(3) 6月に値上げされる食品や飲料3500品目余 

 

6月に値上げされる食品や飲料が3500品目余りに上ることが民間の調査でわかり、身近な食品など

の値上がりが、さらに広がりそうだ。 

 

民間の信用調査会社帝国データバンクが、国内の食品や飲料メーカー、195社を対象にまとめた調

査によると、6月に値上げされる食品や飲料は「再値上げ」や価格を変えずに内容量を減らす「実

質値上げ」を含めて、3575品目となっている。 

 

帝国データバンクは「たび重なる値上げについていけない消費者の間で生活防衛の志向が鮮明と

なっている。去年以上の円安の進行などが起きなければ、価格の据え置きや値下げといった『値上

げ控え』の動きが、ことしの後半にかけて広がる可能性もある」と指摘している。 

 

「定期調査：「食品主要 195 社」価格改定動向調査 ― 2023 年 6 月」 2023年5月31日 株式

会社帝国データバンク情報統括部 

 

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p230509.pdf 

 

(4) ４月の実質賃金３・０％減 １３カ月連続マイナス 物価高の影響長引く 

 

厚生労働省が６日公表した４月の毎月勤労統計調査（速報、従業員５人以上）によると、物価の変

動を加味した実質賃金は前年同月比３・０％減で、１３カ月連続のマイナスとなった。昨年４月以

降では今年１月の４・１％減に次ぐ減少幅で、家計への影響が長引いている。 

 

現金給与総額（名目賃金）は１・０％増と１６カ月連続プラスだったが、物価上昇に賃金の伸びが

追い付かない状況が続いている。 

 

「毎月勤労統計調査 令和５年４月分結果速報」 2023年6月6日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r05/2304p/dl/pdf2304p.pdf 

 

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p230509.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r05/2304p/dl/pdf2304p.pdf
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(5) 図書館職員の8割近くが「非正規」 協会が待遇改善求め「異例」の要望 

 

公立図書館で非正規雇用の職員が増えていることを受けて、日本図書館協会（JLA）は6月6日、東

京・霞が関の文科省で記者会見を開いて、非正規職員の待遇改善を求める要望書を全国の自治体に

送付したことを明らかにした（5月31日に送付）。 

 

JLAの調査によると、全国の公立図書館で働く非正規職員は76%となっており、2000年代に入って

から増加傾向にある。また、平均賃金も月給13万円程度で、自分以外の家族が主な収入源となって

いる職員は7割を超えた。 

 

JLAは、こうした非正規職員が増えることで、地域に根ざした質の高いサービスの維持や、急変す

るデジタル環境に対応できなくなるとして、懸念を示している。 

 

JLAの調査によると、5割が正規雇用である男性職員に比べて、女性職員の非正規雇用の割合は高

く、世帯で主な生計を担っていない女性が非正規雇用されている実態もあるという。 

 

(6) 今年3月の生活保護の受給開始世帯 過去最多の2万2000世帯超 

 

厚生労働省によると、今年3月に生活保護を受け始めた世帯は、速報値で2万2190世帯。前の年の

同じ月から4439世帯増えていて、ひと月に生活保護を受け始めた世帯の数としては、過去最多と

なった。 

 

また、今年3月に生活保護が申請された件数は、前の年の同じ月と比べて23.7パーセント増加し

た。コロナの流行が始まった2020年の4月に次ぐ、過去2番目の伸び率となった。 

 

今年3月の時点ですでに生活保護を受給している世帯は164万7341世帯に上り、前の年の同じ月と

比べて0.3パーセント増えている。 

 

「生活保護の被保護者調査（令和５年３月分概数）の結果を公表します」 2023年6月7日 厚生

労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2023/dl/03-01.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2023/dl/03-01.pdf

